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1993 年、2000 年及び 2007 年に実施された同パネル調査のコーホート A から同居する共稼ぎ夫
婦のデータを抽出し、夫と妻の家事労働行動がどのように変化してきたかを実証的に分析してい




は、JGSS データ 2006 から共稼ぎ夫婦のデータを抽出し、改めて夫と妻それぞれの家事労働行
動を実証的に分析する。











行動を説明しようと試みてきたことからバーゲニング・モデルと呼ばれる (Mancer and Brown 










るものと主張する (Brines 1994, Greenstein 2000, Bittman et al. 2003, Evertson and Nermo 




と家庭外労働の分担が説明される（Akerlof and Kranton 2000）。
　妻の家事行動を分析する際に独立変数として相対的所得ではなく、その絶対的所得を用いるべ
きであると主張するのが Gupta (2006, 2007) である。彼はこのモデルを（妻の）経済的自立モ
デル（autonomy model）と呼んでいるが、同モデルでは妻の絶対的所得はその家事労働時間と
負の相関関係を有し、妻は自ら所得を稼ぎ、それを市場での家事労働サービスの購入に使用する
ことで自分の家事労働時間を削減していると主張される。Gupta (2006, 2007, 2009) が推定し
たのは勤め人の妻の家事労働行動だけであるが、さらに Ando (2011b) 及び安藤 (2012) は妻の
絶対的所得だけでなく夫のそれにも注目し、「絶対的所得モデル」と呼んでそれらが夫と妻それ
ぞれの家事労働時間に与える影響について実証的に分析している。
　ここで日本の夫と妻の家事労働行動に関する 3 つのモデルの先行研究事例を紹介しておこう 2。
安藤 (2010) は 2005 年度から 2007 年度まで明治大学社会科学研究所総合研究「行動経済学の理
論と実証」に参加し、2005 年 11 月に実施したアンケート調査で得られたデータ用い、Akerlof 
and Kranton (2000) に基づいて夫の家事労働時間分担行動をジェンダー・ディスプレイモデル





  Brines (1994) は 2 次関数だけでなく 3 次関数によるジェンダー・ディスプレイモデルの定式化を行って
いる。
  日本以外の先行研究事例については Ando (2011) や安藤 (2012) を参照せよ。また、個票データを用





の家事労働時間と有意な負の相関関係を有することを明らかにした。さらに安藤 (2012) は 1993
年、2000 年及び 2007 年に実施された同パネル調査のコーホート A から同居する共稼ぎ夫婦の
データを抽出し、時間の経過とともに同一コーホートの夫と妻の家事労働行動がどのように変
化するのかを実証的に分析した。その結果は、2000 年及び 2007 年の夫と 2000 年の妻の家事
労働行動がジェンダー・ディスプレイモデルによって説明されることを、2007 年の妻のそれが
Gupta (2006, 2007, 2009) の主張する経済的自立モデルによって説明されることを支持してい
る。









女別に A 票の回答者と B 票の回答者を接続して最終的なサンプルとした。
　従属変数は回答者の家事労働参加頻度である。それは上記調査 A 票の「FQ7CKDNR  夕食の用
意：頻度（本人）」、「FQ7WASH  洗濯：頻度（本人）」、「FQ7SHOP  買い物：頻度（本人）」、「FQ7CLEAN
　家の掃除：頻度（本人）」及び「FQ7GARB　ゴミ出し：頻度（本人）」と、B 票の「SSFQ7CK 
夕食の用意：頻度（配偶者）」、「SSFQ7WSH  洗濯：頻度（配偶者）」、「SSFQ7SHP  買い物：頻度（配
偶者）」、「SSFQ7CLN　家の掃除：頻度（配偶者）」及び「SSFQ7GRB　ゴミ出し：頻度（配偶者）」
について、「ほぼ毎日」を 365 回、「週に数回」を 185.5 回（「1 週間に 3，4 回」とし、その平均
値である 3.5 回を 53 週分に換算）、「週に 1 回程度」を 53 回（週 1 回を 53 週分に換算）、「月に
1 回程度」を 12 回（月 1 回を 12 か月分に換算）、「年に数回」を 7.5 回（「年 7，8 回」とし、そ






















とにより多重共線性が発生することを抑制するために、同ダミー変数を平均 0、標準偏差 1 とな
るよう標準化した。
2.2  モデル
　Ando (2011b) 及び安藤 (2012) は共稼ぎの夫と妻の家事労働行動が経済取引モデルとジェン
ダー・ディスプレイモデルのいずれにより説明されるのかを分析するにあたって以下の 3 つのモ
デルを推定している。
ここで Y i は家事労働参加頻度、X は夫の相対的所得、Z は撹乱項であり、i はジェンダー（1 が男性、
2が女性）を表す。モデルIではXとX 2 の間に多重共線性が発生することが容易に理解されるため、
家事労働行動の判断には用いない。夫の場合、モデル II におけるα1i の推定結果に関係なく、モ
デル III において有意な負のα2i が推定されればジェンダー・ディスプレイモデルが支持される
ことになり、モデル II において有意な負のα1i が推定され、かつ、モデル III において有意でな
いα2i が推定されれば経済取引モデルが支持されることになる。
　絶対的所得モデルについては Ando (2011b) 及び安藤 (2012) と同様に
が推定されるだけでなく、本論文ではさらに、夫については
が、妻については
もが推定される。ここで H と W はそれぞれ夫と妻の絶対的所得である。
モデルⅠ　 Yi = α0i +α1iX +α2i X 2 +α3i Z +ε0 , i =1, 2　　　　　　　　　　　　　　　　　 
モデルⅡ　Yi = α0i +α1i X +α3i Z +ε0 , i =1, 2 　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　
モデルⅢ　Yi = α0i +α2i X 2 +α3iZ +ε0 , i =1, 2　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　
モデルⅣ　Yi= β0i +β1hH +β1wW +β2iZ +ε0 , i = 1, 2　　 　　　　　　　　　　　　　　　
モデルⅤ　Yi= β0i +β1hH +β2iZ +ε0 , i = 1, 2　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　









3  実 証 分 析
3.1 記述統計
　妻の就業形態別に見た男性回答者及び女性回答者の記述統計はそれぞれ表 3 － 1 及び表 3 － 2
に示されている。夫の家事労働参加頻度は、妻が常勤職に就いている場合で 242.32 回、妻が非
常勤職に就いている場合で 276.08 回である。これに対して常勤職に就く妻のそれは 1155.82 回、
非常勤職に就く妻の場合は 1368.57 回であり、家事労働が圧倒的に妻に偏っていることが理解で







0.00 1825.00 242.32 324.88 0.00 1642.50 276.08 299.32
3.00 112.00 38.21 18.27 8.00 84.00 48.87 13.20
10.00 100.00 45.97 11.13 5.00 50.00 25.23 10.97
0.00 1300.00 542.46 247.95 85.00 1100.00 570.04 228.97
0.00 1100.00 230.82 193.41 0.00 400.00 95.78 68.45
0.00 1.00 0.71 0.17 0.28 1.00 0.85 0.11
23.00 60.00 45.40 9.31 26.00 60.00 46.01 8.56
24.00 59.00 43.12 8.82 28.00 60.00 43.96 8.01
1.00 6.00 3.30 1.55 1.00 6.00 3.09 1.51
1.00 6.00 2.92 1.25 1.00 6.00 2.69 1.18
0.00 4.00 1.80 0.96 0.00 4.00 1.84 0.98
0 6 0.00 1.00 0.22 0.41 0.00 1.00 0.18 0.38
7 12 0.00 1.00 0.18 0.39 0.00 1.00 0.20 0.40






350.00 1825.00 1155.82 307.61 294.00 1825.00 1368.57 294.05
8.00 112.00 49.93 13.81 8.00 108.00 48.72 11.98
15.00 80.00 40.96 8.56 3.00 84.00 25.04 11.38
0.00 1300.00 500.87 237.86 85.00 1300.00 568.19 238.12
0.00 1100.00 339.80 208.95 0.00 975.00 96.53 86.16
0.00 1.00 0.60 0.15 0.41 1.00 0.85 0.11
25.00 60.00 45.48 9.59 23.00 60.00 46.47 8.58
26.00 59.00 43.15 9.25 24.00 60.00 44.19 7.88
1.00 6.00 3.17 1.53 1.00 6.00 3.17 1.51
1.00 6.00 3.01 1.32 1.00 6.00 2.76 1.16
0.00 4.00 1.74 1.00 0.00 4.00 1.94 0.87
0 6 0.00 1.00 0.23 0.42 0.00 1.00 0.17 0.38
7 12 0.00 1.00 0.15 0.36 0.00 1.00 0.22 0.41








777.628 1.229 770.331 2.916 ** 587.502 2.898 ** 390.288 2.056 * 471.764 2.685 *
453.667 0.604 -158.238 -1.171
780.799 0.894 298.295 2.098 *
-465.177 -0.893 -125.665 -1.314
-373.405 -0.630 180.033 1.832
-0.140 -1.780 -0.149 -1.918
0.090 1.236 0.090 1.256
0.144 0.813
-0.268 -1.270
-0.669 -0.549 -0.369 -0.307 -0.418 -0.345 -0.539 -0.446 -0.699 -0.585
-0.854 -0.528 -1.034 -0.651 -1.182 -0.740 -1.286 -0.800 -0.825 -0.536
-0.457 -0.104 -0.059 -0.013 -0.093 -0.021 0.232 0.052 -0.104 -0.023
-0.176 -0.038 -0.806 -0.174 -0.831 -0.180 -0.927 -0.201 -1.019 -0.220
-4.245 -0.327 -4.090 -0.314 -3.703 -0.284 1.734 0.129 1.121 0.083
8.966 0.537 7.884 0.471 7.531 0.450 9.931 0.582 9.494 0.561
-51.427 -2.499 * -51.619 -2.499 * -51.019 -2.470 * -47.572 -2.293 * -46.467 -2.239 *
77.405 1.357 71.086 1.246 71.763 1.256 53.926 0.921 45.634 0.785
-69.191 -1.393 -74.094 -1.496 -72.586 -1.464 -78.791 -1.583 -83.731 -1.687
119.335 2.084 * 133.426 2.357 * 123.269 2.149 * 131.702 2.327 * 120.491 2.442 *
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3 － 3 及び表 3 － 4 に示されている 。表 3 － 3 ではモデル II 及びモデル III における夫の相対的
所得とその 2 乗項はそれぞれ有意ではない。ただし表 3 － 4 におけるモデル II とモデル III の交
差項の計算結果はそれぞれ、非常勤職に就く妻を持つ夫の相対的所得及びその 2 乗項がそのよう
な夫の家事労働参加頻度と有意な負の相関関係を有していることを、対照的に常勤職に就く妻を
持つ夫についてはいずれも有意ではないことを示している。表 3 － 3 におけるモデル IV の夫の
年収及び妻の年収、モデル V における夫の年収は有意ではない。ただし表 3 － 4 における交差
項の計算結果は、非常勤職で働く妻を持つ夫については、モデル VI においてもモデル V におい
ても夫の年収はその家事労働参加頻度と有意な負の相関関係を有していることを示している。妻
の年収は妻の就業形態にかかわらず有意ではない（表 3 － 4、モデル IV）。
　コントロール変数について言及しておこう。表 3 － 3 において夫の家事労働参加頻度と有意な
相関関係を持っているのは子供の数と常勤職に就く夫（ダミー変数）で、子供の数が多ければ多
いほど、また常勤職で働いている場合には夫は家事労働参加頻度を減らす。常勤職の妻（ダミー
変数）はモデル II のみ 5％で有意な正の相関関係を有していることを示している。夫と妻の労働
時間は夫の家事労働参加頻度と負の相関関係を有しているものの、いずれも有意ではない。夫の
年齢及び夫の学歴水準はモデル I、モデル II 及びモデル III では正の相関関係を、モデル IV 及び
モデル V では負の相関関係を示しているがいずれも有意ではない。妻の年齢はすべてのモデルに
おいて正の相関関係を、また妻の学歴水準はすべてのモデルにおいて夫の家事労働参加頻度と負
の相関関係を持っているが、いずれも有意ではない。未就学にほぼ対応する 0 ～ 6 歳の末子の存
在と、小学生にほぼ対応する 7 ～ 12 歳の末子の存在は夫の家事労働参加頻度とそれぞれ正と負
の相関関係を持ってはいるものの、ともに有意ではない。
表3-4　交差項の推定結果（男性回答者）
-559.414 -0.338 -545.273 -2.195 *
19.314 0.015 -359.257 -2.172 *
-0.257 -2.037 * -0.265 -2.099 *
0.492 1.408
1053.854 1.513 71.056 0.453
-752.207 -1.448 12.723 0.109
-0.071 -0.752 -0.080 -0.881
-0.061 -0.430
*** ** * 0.1 1 5




1063.589 2.539 ** 1032.469 5.181 *** 1089.290 6.106 *** 1126.786 6.676 *** 1130.284 6.707 ***
135.516 0.130 174.405 1.225
391.594 0.453 107.464 0.901
-2.940 -0.004 126.490 1.294
-214.535 -0.374 86.165 1.012
0.003 0.038
-0.068 -1.081
-0.265 -1.691 -0.271 -1.774
-0.013 -0.102 -0.041 -0.333
1.262 1.098 1.241 1.083 1.229 1.072 1.180 1.036 1.147 1.008
-6.875 -4.147 *** -6.815 -4.183 *** -6.783 -4.116 *** -6.287 -3.957 *** -6.443 -4.214 ***
-7.394 -1.817 -7.191 -1.780 -6.994 -1.731 -6.019 -1.488 -6.072 -1.514
12.855 2.923 ** 12.662 2.897 ** 12.392 2.839 ** 12.027 2.775 ** 12.201 2.823 **
-17.891 -1.571 -17.596 -1.552 -17.412 -1.533 -15.899 -1.375 -15.250 -1.345
1.884 0.130 2.082 0.144 1.821 0.126 8.376 0.570 8.839 0.606
73.430 4.022 *** 72.750 4.023 *** 72.686 4.017 *** 71.861 3.995 *** 72.171 4.018 ***
69.502 1.341 70.328 1.367 69.742 1.353 69.810 1.362 69.100 1.352
27.947 0.644 26.729 0.619 25.412 0.588 31.985 0.742 30.550 0.710
-43.357 -0.566 -42.962 -0.580 -39.159 -0.532 -32.126 -0.428 -29.620 -0.408
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0.253 0.256 0.255 0.264





る実証分析の結果と交差項の推定結果は表 3 － 5 及び表 3 － 6 に示されている。表 3 － 5 のモ
デル II 及びモデル III それぞれにおける夫の相対的所得及びその 2 乗項は有意ではない。表 3 －
6 における交差項の計算結果では、夫の相対的所得はモデル II における常勤職の妻についても、
非常勤職の妻についてもともに 5％水準を満たさず有意ではない。ただし前者についてはほぼ 5％
で有意と見ることもできないこともない。さらに夫の相対的所得の 2 乗項は妻の就業形態に関係
なく有意ではない。絶対的所得モデルの推定結果を見よう。表 3 － 5 のモデル IV では夫の絶対
的所得も妻のそれも有意ではなく、経済的自立モデルを表すモデル VI でも妻の絶対的所得は有










働参加頻度を有意に引き上げる。未就学とほぼ同じ意味を持つ 0 ～ 6 歳の末子の存在、及び小学





-179.938 -0.109 87.835 0.562
169.882 0.161 57.078 0.438
0.058 0.399
-0.255 -1.063 -0.237 -2.073 *
620.342 0.955 307.454 1.966
-268.552 -0.496 233.169 1.787
-0.082 -0.567
-0.281 -2.274 * -0.322 -2.813 **
3 6











　これら推定結果から得られた結論は、用いた従属変数が異なるため、必ずしも Ando (2011b) 
や安藤 (2012) の結果と一致するものではない。しかし、それら先行研究及び本論文の実証分析
の結果は、Gupta (2006, 2007, 2009) が主張するように、妻の家事労働行動をその絶対的所得が
説明するという点で一致することを示している。Oropesa (1993) 、Cohen (1998) 、Lundberg 








　本論文は大阪商業大学 JGSS 研究センターから JGSS-2006 のデータをお借りすることで実現
した。日本版 General Social Survey（JGSS）は、大阪商業大学 JGSS 研究センター（文部科学
大臣認定日本版総合的社会調査共同研究拠点）が、東京大学社会科学研究所の協力を受けて実施
しているプロジェクトである。ここに記して感謝いたします。
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